
１　基本方針
　『徹底した行財政改革の推進と生産性の高い都市経営』を目指し、職員自らが当事者
となり、「市民のための改革～将来のさいたま市のために、そして、子や孫の世代のた
めに～」を推進します。

２　平成22年度の主な取組
(１)　行政改革チーム
　　①　行財政改革有識者会議を活用し、(仮称）行財政改革推進プランの策定等を行い
　　　ます。
　　②　公共施設マネジメント会議を設置するとともに、既存公共施設の現況調査を行
　　　います。
(２)　無駄ゼロ改革チーム
　　①　行政の全ての分野で、聖域なく既存事務事業の総点検を実施します。
　　②　現行の事務事業評価制度を発展させた、さいたま市独自の新たな仕組みを構築
　　　します。
(３)　民間力活用チーム
　　①　外郭団体改革を推進します。
　　②　指定管理者制度を推進します。
　　③　民間委託の推進を図ります。

３　行財政改革推進本部予算額 （単位：千円）

平成22年度当初予算額平成21年度当初予算額
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行財政改革推進本部　平成22年度局運営方針(案)
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４　行財政改革推進本部主な事業の概要

　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

予 算 額

<拡大><倍増プラン>

16,972 　有識者会議等を活用し、新たに(仮称)行財政改革

(行政改革チーム) 推進プランの策定及び公有財産の現状と課題の整理

を行う。

<内容>

・(仮称)行財政改革推進プランの策定

・行財政改革有識者会議、公共施設マネジメント会議の

　運営

・公共施設現況調査の実施

<拡大><倍増プラン>

2,786 　現在実施している事務事業評価制度を発展させた

(無駄ゼロ改革チーム) さいたま市独自の新たな仕組みによって、聖域なく

事務事業の総点検を実施する。

<内容>

・新たな仕組みの構築

<拡大><倍増プラン>

6,896 　民間事業者等の能力やノウハウを幅広く活用し、

(民間力活用チーム) 行財政運営の効率化を進める。

<内容>

・指定管理者制度の推進(第三者評価等)

・外郭団体改革プランの進行管理

・事業の民間委託化検討

・ＰＦＩ導入推進のための検討

摘　　　　　　　要事　業　名

行政改革推進事業

無駄ゼロ改革推進事業

民間力活用推進事業
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